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建交労パワーアップ試験は全組合員の課題 

すべての分会で必ず一人以上が受験しよう 

 建交労中央本部が実施する 2017 年の「建交労パワーアップ試験」の申込受付がは

じまっています。建交労は、組合員・労働者の生活や社会的地位の向上などを実現す

るための重要なたたかいとして学習・教育活動を位置づけています。 

 建交労の学習・教育内容は、建交労機関誌および理論集と学習の友の購読をはじめ、

建交労学校への参加や建交労パワーアップ試験の受験、各県本部・支部・分会レベル

での定期学習会開催、勤労者通信大学の受講、全労連わくわく講座の受講など、組合

員一人ひとりの状況に合わせて多岐にわたるメニューを提供しています。 

 神奈川県南支部では、建交労が勧めるこの学習・教育活動を積極的に推進しており、

今年度は勤労者通信大学の憲法コースに７名（内外液輸分会２名、イワサワ分会１名、

東進産業分会１名、三昭運輸分会３名）が受講し、修了に向けた集団学習会の開催も

予定しています。また、全労連わくわく講座には６名（内外液輸分会、福岡運輸分会、

田中製菓分会、イワサワ分会、ギオン分会、合同分会）が受講しました（下表参照）。 

 さらに県南支部では、建交労が「全組合員は必ず１回は挑戦する必須学習課題」と

している「パワーアップ試験」には、今年すべての分会から最低１名以上の受験申込

を行うことを支部の方針として決定しています。 

 各分会は、神奈川県南支部の方針に団結して取り組みを徹底してください。なお、

受験申し込みについては、別紙の「受験申込用紙」に必要事項を記載した上で、申込

用紙は県南支部に届けてください。支部がまとめて中央本部に送ります。 
神奈川県南支部 2017年学習・教育活動の状況  2017 年 5月 8日現在 

 
 

「共謀罪」廃案をめざす取り組みを強めよう 
 安倍政権は「テロ等準備罪」の名をつかって、戦時中の希代の悪法であった「治安

維持法」と酷似する「共謀罪」の強行成立を民主的な国会運営を無視して執拗にねら

っています。「治安維持法」は戦争や当時の権力体制に反対する国民はもとより国民

や子どもが外で絵を描く行為さえもスパイ行為として取り締まりました。 

この悪法で特高警察や憲兵に身柄を拘束され、拷問で殺害された国民は後を絶ちま

せんでした。建交労は「共謀罪」廃案のたたかいとして別紙の要請文を参議院の法務

委員に送付するよう呼び掛けています。全分会で取り組むようお願いします。 
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「共謀罪」法案（「テロ等準備罪」法案）を徹底審議し廃案にして下さい 

法務委員 各位 

 

安倍内閣は、国民の反対を押し切って共謀罪法案（テロ等準備罪法案）の閣議決定をおこない、

４月６日、衆議院での審議入りを強行し、5月 23日には衆院本会議で自民・公明・維新などの賛

成多数で強行可決しました。各種の世論調査でも 8割が「政府の説明は不十分」、6割が「今国会

での成立はすべきでない」と答えています。政府は、共謀罪を「テロ等準備罪」と称し、法案が

あたかも「テロ対策」のためであるかのように国民をだましています。当初の政府案には「テロ

対策」の言葉はなく、あわてて「テロ集団」ということばを加え、東京オリンピックの警備対策

の方針に、いまになって後付け的に「共謀罪」の必要性を加えました。そもそも、日本政府は、

テロ対策についての国際条約はすべて締結しています。政府は、３度も廃案となった共謀罪をな

んとしても成立させるためには、「テロ対策」とごまかすしかなかったのです。共謀罪法案の真の

狙いは、「戦争をする国」づくりなど悪政に反対する国民・市民のたたかいを抑えることです。秘

密保護法、盗聴法改悪、そして共謀罪の新設、これらは一連のものです。 

第１に、「共謀罪」法案は、刑法の大原則を覆し、憲法の内心の自由を侵す法案です。 

近代刑法では、被害が生じた場合に、その犯罪行為を処罰することが原則です。しかし、「共謀

罪」は、犯罪について話し合い・合意するなど、犯罪を起こす前の「共謀」を罰するもので、日

本の刑法の大原則を覆し、内心の自由を侵すものです。戦前、特高警察が、治安維持法を使い、

「戦争反対」などの思想を弾圧した暗黒の時代を繰り返してはなりません。 

第２に、「テロ等準備罪」の本質は、「共謀罪」です。 

政府は「テロ等準備罪」は過去の共謀罪とは違うと主張しています。その理由の１つは、対象

を「団体」から「組織的犯罪集団」としたことです。しかし、その定義自体あいまいで市民も対

象になりかねません。２つには、「話し合い・合意」にくわえ、犯行の「準備行為」を要件に加え

たことです。しかしこれも、どのような行為を「準備行為」と見なすかは捜査機関の裁量に委ね

られていて、限定になりません。「テロ等準備罪」の本質は共謀罪です。 

第３に、「共謀罪」法案は、警察の日常的監視、「密告」社会、冤罪を招きます。 

「話し合い・合意」等を捜査するためには、市民からの情報提供、会話の証拠化、「犯人」の自

首などが考えられます。しかし、住民からの情報提供を推進すれば、戦前の隣組のような住民同

士の相互監視・「密告」社会を生み出す危険があります。警察は、いつ、どこで、だれが共謀する

のか、日常的に市民を監視することになり、会話を証拠とするために盗聴捜査がおこなわれる恐

れがあります。また、物的証拠に乏しい共謀罪では、自白の強要による冤罪事件が増えます。自

首すれば刑が減免されるので、政府にものを言う組織・団体におとり捜査員を潜入させ、共謀罪

を成立させた上で「自首」し、組織を弾圧するということに利用されかねません。以上のように、

共謀罪は、日本国憲法に反し、刑法の大原則を覆し、国民を監視し抑圧する現代版・治安維持法

です。共謀罪法案を徹底審議し、廃案とするよう強く求めます。 

２０１７年  月   日 

団体・個人名                                   

住 所    県                    



 

 

住所　〒１００－８９６２

　　　　千代田区永田町２－１－１　参議院議員会館内

氏　　名 選挙区 部屋番号 FAX

1 委員長 秋野　公造 公明 あきの　こうぞう 比例 711 ０３－６５５１－０７１１

2 理事 西田　昌司 自民 にしだ　しょうじ 京都 1110 ０３－３５０２－８８９７

3 理事 山下　雄平 自民 やました　ゆうへい 佐賀 916 ０３－６５５１－０９１６

4 理事 真山　勇一  民進 まやま　ゆういち 比例 320 ０３－６５５１－０３２０

5 理事 佐々木　さやか 公明 ささき　さやか 神奈川 514 ０３－６５５１－０５１４

6 委員 猪口　邦子    自民 いのぐち　くにこ 千葉 1105 ０３－６５５１－１１０５

7 委員 中泉　松司    自民 なかいずみ　まつじ 秋田 703 ０３－６５５１－０７０３

8 委員 松川　るい 自民 まつかわるい 大阪 407 ０３－６５５１－０４０７

9 委員 牧野　たかお   自民  まきの　たかお 静岡 812 ０３－６５５１－０８１２

10 委員 丸山　和也    自民 まるやま　かずや 比例 913 ０３－６５５１－０９１３

11 委員 元榮　太一郎　   自民 もとえいたいちろう 千葉 909 ０３－６５５１－０９０９

12 委員 柳本　卓治    自民 やなぎもと　たくじ 大阪 901 ０３－６５５１－０９０１

13 委員 有田　芳生    民進 ありた　よしふ 比例 416 ０３－６５５1－０４１６

14 委員 小川　敏夫    民進 おがわ　としお 東京 605 ０３－６５５１－０６０５

15 委員 仁比　聡平 共産 にひ　そうへい 比例 815 ０３－６５５１－０８１５

16 委員 東　　　　徹 維新 　あずまとおる 大阪 510 　０３－６５５１－０５１０

17 委員 糸数　慶子　 沖縄 いとかず　けいこ 沖縄 712 ０３－６５５１－０７１２

18 委員 郡司　　彰　 無所属 ぐんじ　あきら 茨城 912 ０３－６５５１－０９１２

19 委員 伊達　忠一　 無所属 だて　ちゅういち 北海道 612 ０３－６５５１－８０７０

20 委員 山口　和之 無所属 　やまぐち　かずゆき 比例 1113 ０３－６５５１－１１１３

参議院・法務委員　（2017年４月７日現在）

 


